
2026年 1 月 28 日 
 

サステナビリティ基準委員会 御中 
 

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社 
 

「温室効果ガス排出の開示に対する改正案」にかかるコメント 
 
 三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社（以下「弊社」）は、サステナビリテ
ィ基準委員会（以下「SSBJ」）が 2025 年 12 月 15日に公表された下記の温室効果ガス排出
の開示に対する改正案に関する各質問に対し、別紙のとおり弊社のコメントを提出いたし
ます。よろしくご拝受のほど、よろしく願いいたします。 
 

記 
 
 サステナビリティ開示ユニバーサル基準公開草案第 3 号（サステナビリティ開示ユニ

バーサル基準の改正案）  
 サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 4 号（サステナビリティ開示テーマ別、

基準第 1 号の改正案）  
 サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 5 号（サステナビリティ開示テーマ別

基準第 2 号の改正案 
 

以上 
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（別紙） 
 

質問１ 次の事項を含む、本公開草案の公表にあたっての方針に同意しますか。同意しな
い場合には、その理由をご記載ください。 
 機能的に整合していることを維持するため、原則として 2025 年公表の IFRS S2 号

の修正に含まれる要求事項を取り入れること 
 
弊社は本公開草案の方針に同意いたします。SSBJの基本方針である、グローバル基準との
整合性確保のため「SSBJ基準が ISSB 基準と機能的に整合していることを維持する」こと
は、投資家にとっても、日本企業の開示内容についてグローバル基準における比較可能性
を担保することにつながるため、投資家にとっても有益な改正であると考えます。また、
企業価値向上の観点で、企業の活動法域や負担を考慮することが必要だと考えており、こ
うした観点も反映されていることも、有益と考えます。 
 
質問 2 本公開草案での主な提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記
載ください。 
 
主な提案である下記４点について同意いたします。以下、個別の提案についての理由を記
します。 
 
「スコープ 3」「カテゴリー15」の温室効果ガス排出の測定及び開示 
今まで明確でなかったファイナンスド・エミッション、ファシリテーションに係る排出、
保険に係る排出、デリバティブに係る排出とスコープ３カテゴリー15 の定義を明確にした
点、賛同いたします。 
投資家としては、マテリアルであるならば、スコープ 3 カテゴリー15 に属する全ての排出
を計算することが望ましいものの、現時点では、ファイナンスド・エミッションに限定す
ることは、計測の範囲の明確化という意味で実務上の観点から適切であり、開示対象とな
るファイナンスド・エミッションの小計開示の義務化は除外した金融活動等（含むデリバ
ティブ）の説明を求めることも合わせれば、最終的には透明性は担保されるため、本改正
案を支持します。 
本案をより実効的にする観点で、ファイナンスド・エミッションの増減は金融機関の投融
資額の増減と投融資先企業の排出量の増減に起因しますところ、開示物においてどちらの
要因で増減したかといった要因分析に係る説明も併せて重要であると考えます。 
 
ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示 
ファイナンスド・エミッションの産業別分類については、産業別分類を GICS の一択か
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ら、気候移行リスクの理解に資する適切な産業分類へ柔軟化したことは、企業の戦略意思
決定に用いられている自社事業の分類と開示区分を適合させることが企業戦略にも有用で
あり、企業への過度な負担の回避となることから今回の改正案に賛同いたします。 
開示情報利用者の利便性確保の観点では、主要な産業分類間での対応表の整備などが検討
されることを期待いたします。また、開示の質の担保の観点から、開示企業がどの産業分
類を採用したかという説明を開示されることや内部統制に耐える社内体制整備（ドキュメ
ント化）を促すことも不可欠と考えます。 
 
「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」の使用に対する法域別の
救済措置 
特に日本においては、温対法における SHK 制度が広く普及していること、多くの日本企
業からも同制度に基づく温室効果ガス排出量のデータの活用の要望があったことを踏まえ
ると、日本企業の開示負担の軽減につながる措置である点、評価いたします。 
投資家の立場としては、同制度に基づく温室効果ガスは国内のみで、グローバル対応では
ないこと、算出期間も会計年度とはずれが生じることから、データの比較可能性の観点か
らはネガティブに働くなどの懸念もありますが、どの程度の温室効果ガスが GHGプロト
コルや SHK制度に基づいているかといった比較情報も推奨されていることを踏まえれば
比較可能性についても一定程度確保される点、評価しています。一方で、投資家としては
概算でも構わないので両制度に基づく排出量の乖離の情報開示は有用と考えていますとこ
ろ、努力義務的な位置付けで、こうした情報の開示物への記載について検討がなされるこ
とを期待しています。 
 
地球温暖化係数についての法域別の救済措置 
温対法における SHK制度が普及している日本企業にとり温室効果ガスを異なる GWP で
再計算をすることは二度手間であり、負担を軽減するという観点で歓迎すべき改正案と考
えています。投資家の立場としては、異なる GWP で計算された排出量の乖離の情報開示
は有用と考えていますところ、努力義務的な位置付けで、概算でも構わないのでそうした
乖離の情報が開示物に掲載されることへの検討を期待しています。また、こうした状況の
改善策として、近い将来、SHK制度の GHG プロトコルへの整合性向上がなされることも
期待しています。 
 
質問 3 適用時期等に関する提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記
載ください。 
 
同意いたします。開示基準を変更する企業には比較情報の開示も推奨されているので、投
資家にとっての比較可能性も一定程度は確保されると思われるためです。 
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質問 4 SSBJ 基準の初めての改正にあたって必要と考えられる変更の提案に同意します
か。同意しない場合には、その理由をご記載ください。 
 
同意いたします。 

以 上 


